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（３）個人防護具等の備蓄 

○ 医療機関においては、医療措置協定に基づき、平時から個人防護具の備蓄に努

めます。なお、当該備蓄で不足する場合においては、国又は県は、個人防護具の

行政備蓄等から医療機関への支援を行います。 

○ 医療機関においては、平時から必要な医薬品の確保に努めることで、新興感染

症の発生・まん延時に、地域において新興感染症等に対応する医療機関が必要量

の医薬品を安定的に入手できるよう協力します。 

 

（４）関係機関及び関係団体との連携 

○ 感染症の患者に対する良質かつ適切な医療の提供のため、新興感染症等に対応

する感染症指定医療機関及び協定指定医療機関等については、県が、必要な指導、

助言及び支援を行います。 

○ 特に地域における感染症対策の中核的機関である保健所においては、感染症指

定医療機関及び協定指定医療機関、医療関係団体等との緊密な連携を図ります。 

 

（目標） 

（１）医療提供体制 

項目 対象 
流行初期 

（公表後３か月まで） 

流行初期以降 

（公表後６か月まで） 

入院病床 

［感染症病床40床含む］ 
病院・診療所 157床  525 床  

発熱外来 病院・診療所  80機関  400機関  

自宅医療者等への 

医療提供 

病院・診療所  130機関  

薬局 
 

270機関  

訪問看護事業所 
 

40機関  

後方 

支援 

「新興感染症の回復期 

患者」の転院受入 
病院・診療所 

 
60機関  

「新興感染症以外の 

一般患者」の転院受入 
病院・診療所 20機関  60機関  

（補足） 

○ 新興感染症に関する国内外の最新知見を踏まえつつ、直近の対応実績である新

型コロナにおける経験を念頭に目標を定め、取り組みます。 

○ 国内での感染発生早期（発生の公表前まで）の段階は、感染症指定医療機関の

感染症病床を中心に対応し、新興感染症についての知見等を収集します。 

○ 新型インフルエンザ等感染症等発生等公表期間においては、感染症指定医療機

関及び協定指定医療機関は、公表期間中の時期（流行初期、流行初期以降）に応


